
 第４号議案  

２０２３年１２月１３日 

第４３３回理事会 

 

広域機関システム広域予備率の翌々日断面４８点化対応（要件定義）に関する 

業務委託の実施及び契約締結について 

（案） 

 

1．本委託の概要 

正確な需給状況の把握を目的として２０２５年度から翌々日断面の広域予備率を

４８点で演算・公表する。このため、広域機関システムで必要となるソフトウェア

機能の開発に向けた要件定義の業務の委託を実施する。 

本件の委託にあたっては、会計室の随意契約に関する調達業務フローに則り、２

０１７年４月に締結した電力広域的運営推進機関システム開発委託に関する基本契

約に基づき、下表に示す件名にて別紙１のとおり注文書を発行し個別契約を締結す

る。 

 

２．調達方法 

（１）調達先選定：随意契約 

【理由】 本業務委託は、広域機関システムの既存機能を改修する必要があるた

め、過去に開発を行い、且つ現在も運用保守を行っている契約先である

株式会社日立製作所以外では安定した開発品質の実現および責任を持っ

たシステム運用の継続が困難となる。よって、会計規程 第２３条第１

項の規定に基づき、随意契約としたい。 

 

（２）調達予定先：株式会社日立製作所 

 

３．契約期間 

契約締結日～２０２４年３月１５日 

 

４．契約の公表 

「会計・調達業務の細則に関する規程」第２４条の規定に基づき、契約締結後、

契約件名、契約先、契約締結日及び契約金額を公表する。 

 

５．その他 

（１） 秘密情報の開示 有 

秘密情報の契約先への開示にあたっては「電力広域的運営推進機関システム開発

委託に関する基本契約」第３６条の規定に基づき、適正に管理する。 

 

（２） 再委託     有 

再委託にあたっては「電力広域的運営推進機関システム開発委託に関する基本契

約」第６条の規定に基づき、指定様式の「再委託承認申請書」を受領し、内容が適

正であることを確認済である。 

 

 



    表 契約概要 

以 上 

 

【添付資料】 

別紙１：注文書「広域機関システム広域予備率の翌々日断面４８点化対応（要件定義）

に関する業務委託」 

別紙２：システム仕様書「広域機関システム広域予備率の翌々日断面４８点化対応（要

件定義）に関する業務委託」 

 

別紙１、２は情報管理規程第４条（情報の格付の区分）の規定に基づき非公表とする。 

件名 
広域機関システム広域予備率の翌々日断面４８点化対応（要件定義）

に関する業務委託 

 

目的 

正確な需給状況の把握を目的として翌々日断面の広域予備率を４８点

で演算・公表する。ついては広域機関システムで必要となる機能開発

に向けた要件定義工程の業務を行う。 

契約内容 要件定義 

契約先 株式会社日立製作所 

契約期間 契約締結日～２０２４年３月１５日 

契約形態 委託契約（請負） 


